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1. 研究の背景と目的 

 日本は地震や豪雨をはじめとして数多くの自然災害

に曝されてきた．一方で，防災・減災対策に費やせる予

算や人員には限りがあるため，ハードとソフトの両面か

らの対策を効果的に組み合わせることが不可欠である．

これに対して著者らのグループは，防災・減災投資の意

思決定の支援を目的として，自然災害に対するリスク指

標 Gross National Safety for natural disasters (GNS) を提案

し，自然災害リスクを定量化している 1), 2)．このような

指標は規準化した複数のデータに重み係数を与えて線

形和をとるため，合理的な重み係数の設定が極めて重要

である．しかし，GNS も含めて多くの指標では各階層

の重み係数が均等に設定されており，自然災害や防災・

減災対策の種類ごとの重み係数の違いは考慮されてい

なかった．本研究では，階層分析法を用いて防災・減災

対策の意思決定者の意見を定量化し，重み係数を求める

ことで GNS の合理化を試みた．  

2. 階層分析法とアンケートの概要 

 階層分析法 3) は，最終目標に対する代替案の 

優先度を決める意思決定手法である．階層分析 

法の概要を図 1 に示す．本研究では，図 2，図 3

に示す階層構造に基づいて図 1②のようなアン

ケートを作成した．脆弱性指数の重み係数の決

定では，自然災害を人的被害と経済的損害のど

ちらで捉えるかによる重み係数の違いを考慮す

るため，2 つの評価基準を設け，評価基準間の 

アンケートは 2016 年 12 月から 2017 年 1 月にかけて実施し，防災・減災対策の意思決定に関わる茨城県およ

び神奈川県職員と，日本技術士会に所属する技術士をはじめとした有識者，計 77 名の回答を得た． 
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図 1 階層分析法の概要 

 

図 2 曝露量指数の重み係数の決定に用いた階層構造 

図 3 脆弱性指数の重み係数の決定に用いた階層構造 
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3. アンケートの結果と考察 

 図 4 に曝露量指数の回答者集団別の重み係数を示す．どの回答者集団とも地震の重み係数が相対的に大き

くなる一方，火山の重み係数は小さくなった．また，茨城県では津波・高潮，洪水の重み係数が他の回答者集

団に比べて大きくなった．これは，茨城県内で東日本大震災による津波の被災や，2015 年の東北・関東豪雨の

被災が続き，同災害に対する対策を行政関係者が重視していることが数値として表れたものと考える． 

図 5 に脆弱性指数の評価基準別の重み係数を示す．人的被害の観点では医療サービスの重み係数が特に大

きく配分されるものの，災害保険の重み係数は小さい．一方で，経済的損害の観点では災害保険の重み係数が

大きくなることがわかった．また，評価基準間の重み係数 ��
 � は，人的被害で大きくなり，合計では人的被

害の重み係数が重視される結果となった． 

4. まとめ 

 階層分析法に基づいて自治体関係者や技術者に対するアンケートの実施および結果の分析を行い，重み係

数を合理化した．その結果，重み係数には自治体ごとの地域特性が反映されることがわかった．今後は，他の

都道府県において同様のアンケートを行い，重み係数の違いを考察するとともに，自然災害に対するリスク指

標への反映を行う計画である． 
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図 4 曝露量指数の回答者集団別重み係数 図 5 脆弱性指数の評価基準別重み係数 
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